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＜１＞はじめに  

 本稿では、わが国の森林の置かれた現状と問題点を包括的に検討し指

摘したうえで、あるべき森林政策を検討しよう。森林という環境財をス

トックとしての側面とそれがもたらす「幸」としてのフローの両面から

整合的に観察し、林業や製材業その他の関連産業の生み出す経済的便益

と森林固有の環境価値の両視座から検討する。本質的に森林のもつ環境

財としての便益は、すべての人々にとって、非排除的で一定の競合的側

面をもつためにコモンプール財としての性格をもつと考えられる。コモ

ンプール財の場合、最適な水準を越えて過度な利用が進む可能性がある

ために、地域などでの管理・運営ルールが必要となる。このような最適

管理・運営システムの必要は、当該財がどのような財産権のもとに置か

れているかということとは無関係なように思える。実際、後述するが、

わが国の森林問題について言えば、私有林などのように私的な管理のも

とにあって、本来ならば経済メカニズムが作用すると考えられる領域に

あっても、それがうまく管理されない状況が存在し、地域（もしくは流

域圏）全体で、望ましい造林計画や伐採計画を立案する必要があると考

えられる。地域の存在は、広く森林のあり方と無関係ではありえないの

である。他方で、このような森林コモンプール財の環境財としての有り

様は、その経済財としての機能から切り離して考えることもできない。
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事実、現在の森林問題は、不十分で低位にしか評価されない経済的価値

のもとで、管理・運営自体が不適切となり、その結果として、森林スト

ックの持続可能性が危惧されているのである。  

 本稿は、以上の観点に立ち、森林の経済的価値と環境価値を包括的に

理解するための枠組みを与えるとともに、あるべき最適な管理・運営政

策を提示しようとしている。本稿の構成は以下の様である。＜ ２ ＞では、

林業や製材業などを軸に、わが国の森林をめぐる現状と課題を論じる。

＜ ３ ＞では、森林コモンプールのモデル分析を行い、最適植林・育林計

画の性質を検討する。さらに、＜ ４ ＞では、環境財など森林のもつ公益

的機能を考慮して、環境問題と森林政策の課題を論じる。最後に、＜ ５

＞で分析の梗概を与え、政策論的な意義を整理し、残された課題を展望

する。  

 

＜２＞わが国の森林をめぐる現状と課題 

 わが国の森林をめぐる問題は、一般的に世界的な視点で問題とされて

いる森林減少の状況とはかなり異なっている。とりわけ熱帯雨林を中心

とした伐採・乱伐による森林面積の急激な減少と、対応する先進工業国

での森林面積の微増という

図式からは、先進国と開発

途上国との間の交易問題が、

さらに、開発途上国におけ

る林業の農業をはじめとす

る他産業へ地域代替といっ

た対立軸が読み取れる。図

－１は、アジア発展途上国

全体の土地利用変化を示し

たものであるが、農地の増

加と森林の減少傾向が観取

できる 1。熱帯雨林地域に関

する分析は、たとえば、 Barb ie r&Burgess  (1997)のように、森林と農地

の間の異時点間の最適利用問題として把握し、人口や所得に加えて、林

                                     
1  国別事例では、とりわけタイや中国、インドネシアなどで明確な森林減少と農
地拡大傾向が見受けられる。  
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業生産と農業生産の変化を森林伐採の説明変数とする分析や、最近の

Barb ie r (2001)のサーベイのように、地域による差はあるものの、森林面

積の減少 (defores ta t ion)は基本的に農地への代替に基づいており、当該地

域の人口や所得水準の他に穀物生産や農産物輸出などの農業関連の諸変

数、ならびに財産権設定などの制度因子によって回帰可能であると考え

られる 2。  

 これら熱帯雨林の森林減少の一因として、わが国の輸入が果たした役

割は否定し得ないであろう。事実、図－２が示すように、わが国の用材

輸入量は 1970 年代以降急速に拡大しており、それに呼応して、戦後ほぼ

100%であった用材自給率は、い

まや 20％以下にまで落ち込ん

でいる。形式的には、海外の資

源利用へ代替させることで、わ

が国の国内森林資源の保全を実

現させたように見える。実際、

図－１に対比させてわが国の土

地利用変化をみれば、少なくと

も、わが国の場合には、森林面

積は相対的に良く保存されてお

り、森林の農地への代替傾向ど

ころか、農地面積の一貫した減少すら生じているのである 3。  

 わが国の森林環境の保全問題は、したがって表層的な森林面積減少と

いうよりは、むしろ、林業経営の衰退とそれによる森林の適正な維持・

管理の喪失をめぐる課題に集約されるように思われる。単線的な図式で

課題を整理することは出来ないが、問題の把握のためには、少なくとも

以下のファクトファインディングが重要であると思われる。まず、 ( i )天

                                     
2  森林が希少資源であり、地域や政府が他の主体を支配する S t a c k e l b e r g ゲームの
先導者として振舞う場合には、とくに森林減少が生じやすいことが指摘されてい

る。地域や政府の失敗による森林減少の例としては、スマトラやブラジルの経験

があげられる。こうした地域開発における政策失敗事例は、わが国のケースに関

しても示唆に富む。  
3  戦後復興需要増による国内材価格高騰のために、木材供給を拡大することが至
上命題となった。 1964 年の木材貿易完全自由化以前もすでに木材輸入が実現して
おり、国内材生産能力増強と併せて輸入拡大路線がひかれたのである。生産能力

の倍増と育種限定、生産期間短縮、林道整備をめざし 1 9 5 8 年に策定された林力増
強計画は、実に 1 9 9 7 年までの 4 0 年間にわたる長期計画であった。  

図-2　わが国における用材構成の推移
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然林は比較的少なく、広葉樹から松、杉、檜といった針葉樹を中心とし

た人工林の拡大傾向が見受けられること、( i i )南洋のラワン材や北米の米

ツガなどの外材と杉、檜など国内材の価格問題については、相対的に安

価な外材の輸入→国内材から外材への代替→国内林業の不振、という単

純な図式が必ずしも

成立しないこと、さ

らに、 ( i i i )趨勢的に

林業、製材業への就

業者が減少しており、

これらの部門での就

業者の年齢構成は高

く、他産業に比して

賃金が低いこと、ま

た、 ( i v )国 産 材 の 生

産縮小に伴う売上げ

の減少とともに総コストが増大し林業の純所得が減少していること、な

どである。以下、これらを順に検討しよう。  

 まず人工林の構成は、 1980 年には、面積比で 39％、蓄積量で 4 2％で

あったものが、95 年にはそれぞれ 41％、5 4％に上昇している。特に蓄積

量ベースでの伸張が著しく、この間、蓄積量全体の針葉樹林の構成比は

59 .7%から 66 .4%へと大幅な伸びを示した 4。他方、所有別にみれば、私

有が全体の 6 割程度を占め、人工林に限ってみれば、私有林は、面積比

で 65％、蓄積量では 74％を占めている。これらの事実は、用材供給源と

しての松や杉、檜など、針葉樹林の育成によって森林経営を目指そうと

する企図を反映したものである（表－１を参照）。蓄積が進んだ現在、森

林資源の有効利用のために、生産用材の販路拡大や生産性向上を目指す

必要は依然として重要な課題であるが、同時に、長伐期化や混交林化に

よる雑木林のもつ生態系保持能力を最大限に引き出す施策が必要である

ことは言うまでもない。  

 

                                     
4  第２次大戦前、広葉樹と針葉樹の混交林が大部を占め、雑木が形成した豊かな
わが国の自然は、戦時伐採と戦後の人工林化によって大きくその林相を変えたと

言われている。  
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   表－１  森林資源の現況（ 面 積 ＝ 100 0 h a、 蓄 積 量 ＝ 100 万 m3）  

（資料：林野庁指導部計画課「森林資源現況」による。「その他」の項を含まない）  

 

 

 ところで、わが国の杉や檜に代表される建築用材向けの針葉樹林育林、

伐採、搬出および製材といった一連の経営が停滞状況にあったことは、

図－２から容易に看取できる。仮に、用材のすべてが国内の民有人工林

からのみ供されるとすれば、

蓄積量の 6%程度の伐採にな

る。しかし、現実には、その

1/5 程度にしかすぎず、明ら

かに、潜在的な供給過剰状態

にあると考えられる 5。とりわ

け 1970 年代以降の急激な外

材の輸入増大と国産材の低迷

は、何が原因であったのであ

ろうか。  

 1970 年代は、言うまでもなく、２度の石油危機および輸入インフレを

経験した時期であった。輸入物価ならびに国内卸売物価ともに急激な上

昇を示しているが、そうした加重平均値の急激な変動に比して、輸入材

価格はより軽微に、国内材価格はより大きく変化した点は注意に値する。

その後、1980 年代後半からの価格安定期にも、国内材価格の上昇傾向に

                                     
5  用材の木材総需要に占める割合は約 9 8％であり、用材のうち、 4 2 %がパルプ・
チップ、 4 1 %が製材用、残りが合板その他となっている（ 2 0 0 0 年）。  

 総  数     人  工  林    天  然  林      

  面  積     蓄 積 量   面  積     蓄 積 量    面  積      蓄 積 量      

総  面  2 5 , 1 4 3 , 4 8 3  1 0 , 3 9 8  4 1 . 4 %  1 , 8 9 2  5 4 . 3 %  1 3 , 3 8 2  5 3 . 2 %  1 , 5 9 0  4 5 . 7 %  

国  有  7 , 8 4 4  9 1 2  2 , 4 4 6  3 1 . 2 %  2 9 2  3 2 . 0 %  4 , 7 3 8  6 0 . 4 %  6 1 9  6 7 . 9 %  

  3 1 . 2 %  2 6 . 2 %  2 3 . 5 %    1 5 . 4 %    3 5 . 4 %    3 8 . 9 %    

公  有  2 , 7 3 0  3 5 9  1 , 2 0 9  4 4 . 3 %  1 9 9  5 5 . 4 %  1 , 4 3 3  5 2 . 5 %  1 6 0  4 4 . 6 %  

  1 0 . 9 %  1 0 . 3 %  1 1 . 6 %    1 0 . 5 %    1 0 . 7 %    1 0 . 1 %    

私  有  1 4 , 5 7 2 , 2 1 2  6 , 7 4 3  4 6 . 3 %  1 , 4 0 1  6 3 . 3 %  7 , 2 1 1  4 9 . 5 %  8 1 1  3 6 . 7 %  

  5 7 . 9 %  6 3 . 5 %  6 4 . 8 %    7 4 . 0 %    5 3 . 9 %    5 1 . 0 %    

図－４　木材価格および卸売物価の推移
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同調するかのような輸入材

価 格 の 動 き が 観 察 で き る

（図－４参照）。単純な比較

はできないが、立木を伐採

して丸太にし、それから製

材するという加工パターン

を考えよう。    

図－５は、山元立木価格

に対する丸太、製材品価格

のマークアップの変動を示

したものである。これから

少なくとも二つの特徴点を指摘できる。まず、対山元立木価格に対する

マークアップ率は、70 年代にも比較的安定的であり、これらが急激な木

材価格上昇の原因ではない。他方、杉製材のマークアップ率は、ほぼ一

貫して上昇傾向を示しており、 60 年代の 2 .5 程度から近年では 6 を超え

る値にまで上昇している。

図－６は山元立木価格の推

移を示したものであるが、

これから、70 年代における

国内材の高騰は、もっぱら

立木価格の上昇によるもの

であることがわかる。また、

80 年代以降はむしろ立木

価格が低迷していることか

ら、杉を中心とした製材品のマークアップ上昇が、価格変化の主因であ

ると推察できる 6。  

 ところで、図－７は、ともに主要建築用材である輸入米ツガと国内杉、

檜材の変化を表しているが、とりわけ杉と米ツガの価格が拮抗している

様子がわかる。重要な点は、図－４も併せ考慮すれば、輸入材の国内材

に対する相対価格が比較的安定傾向を（あるいは、むしろわずかながら

上昇傾向さえ）示しているにもかかわらず、輸入材の構成比が大幅に増

                                     
6  なお、国内素材生産量全体の約 8 0％は針葉樹林であり、そのうち、杉が 5 3 . 5 %、
檜 1 5 . 9 %、唐松 1 0 . 8 %の順となっている（ 2 0 0 0 年）。  

図－５　丸太、製材品価格の変化
（対山元立木価格）
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大している点である。言うまでもなく、相対価格が不変であれば、他の

事情に等しい限り二財の需要構成比は変わらない筈である。推察されう

る要因は、図－５に描かれたような杉（あるいは 80 年以降の檜）に顕著

に見られる製材品のマークアップ率の趨勢的上昇である。丸太から製材

品を作るマージンが一定であれば、製材コストの急増が反映している筈

であり、逆に、製材コストが安定的であればマージンが上昇していると

考えられる。通常指摘されるのは、米ツガなど外材の大量輸入量確保、

ロットの大きさ、安定した品質の維持、ならびにこれらの条件に対応し

た新たな建築工法などによる

需要拡大があり、国内材は競

争力を失ったという点である。

国内の製材業は、杉材などの

品質確保・向上をはかり、外

材との質的競争に対峙しよう

としたために、対乾燥技術導

入コストや人的コストの増大

が生じ総じて製材コストが急

増したというのである 7。  

実は、川下の木材製品が競争的である場合には、その派生需要に対応

する川上の素材生産へ及ぼす影響は大きい。よく利用される輸入モデル

を援用しよう。図－８は、木材製品の外材、国内材が代替的であり、外

材価格に引っ張られる形で価格形成が行われている状況を表している。

外材の国際価格が上図の P 1 である場合、製材の需要・供給曲線に対応し

て、輸入量が AC、国内材生産量が P 1A に定まる。このとき、製材需要

y 1 の派生需要として素材需要が生じ立木価格は P 2 に決まる。もし、製材

部門で生産性の低下＝生産コストの上昇が生じた場合、供給曲線が上方

破線へとシフトするが価格は国際価格 P 1 に維持されるために、国内材生

産のみが y 2 へ減少し立木価格は P 3 へと低下する。こうして、製材品価

格の相対的安定と同時に山元立木価格の下落が起き、両者間のマークア

ップ比率が上昇する結果となる。  

                                     
7  このような山元立木価格と製材価格の乖離に関する指摘については赤井 ( 1 9 8 9 )
参照。赤井氏は、とりわけ山元立木価格の実証研究の重要性を指摘したうえで、

樹齢や搬出などの構成に配慮した統計調査が必要であると論じている。  

図－７　製材品価格の推移（円/m3)
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P 2  

D  

O y2   y1  

P 3  

    図－８  木材価格モデル      次に問題となるのは、こうし

て生じる山元立木価格の低下のも

たらす影響である 8。立木伐採の合

理性を示す Faus tmann 式は、 T を

最適伐採期間、δを割引率とすれ

ば、  

))((
1

)()(' cTpQ
e

cTpQ
TpQ

T
−+

−
−

= δδ δ
 

である。ここで、 c は限界育林コ

ストであり、また、 Q は育林関数

を表している。これから、  

 0/,0/,0/ <>< δddTdcdTdpdT  

を得る。したがって、山元立木価

格の下落や賃金などの限界育林コ

ストの上昇は、ともに、林業経営者の将来の利潤期待を減衰させ、最適

伐期齢を延長させる効果をもつ。これは必然的に、経営者の再植林や育

林の意欲を減退させ、林業衰退のみならず森林の自然環境悪化へと導く。 

 このように、戦後一貫してドラステッィクな経済環境の変化を受け、

現在も多くの課題を抱える林業ではあるが、なかでも農業と同様に、就

業者の衰退、高齢化の進行は最重要の問題である。本章の最後に、この

事実確認を行っておこう。

国産材需要の低迷ととも

に（図－２参照）、製材業

や林業の衰退が生じた。   

まず、就業者ベースで

確認しよう。わが国の場

合 、 ほ ぼ 1975 年 に

Rowthorn(1987)の い う 成

熟期を経て脱工業化過程

が進行する。1950 年には、

                                     
8  育林業に関する経営上の問題指摘は数多い。たとえば、飯田（ 2 0 0 0）は、杉や
唐松の育林業については、多くの場合、すでに造林コストが市場価格を上回って

おり、育林経営はすでに崩壊していると指摘し、育成林業の不成立と採取林業の

成立という言葉で対比させている。  

図－８　就業者数の増減率
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図-9　年齢階級別産業別就業者構成比
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年齢階級

総計 農業    

林業    漁業    

鉱業    建設業    

製造業    電気・ガス・熱供給・水道業 

運輸・通信業    卸売・小売業，飲食店    

金融・保険業    不動産業    

サービス業    公務（他に分類されないもの）    

分類不能の産業    

2000年国勢調査による

第 3 次産業、第１次産業就業者構成比は、それぞれ約 30％と 50％であっ

たものが、2000 年には 65％と 5％となっている。1995 年以降の５年間を

除き全産業での就業者数は増加基調にあったが、第１次産業、とりわけ

林業の変動と減少が著しい（図－８）。 1950 年に 45 .6 万人であったもの

が、2000 年にはわずか 6 .7 万人へ（構成比では、1 .18%から 0.11%へ）と

激減している。また、製造業のうちで木材・木製品についてみても、一

貫して減少傾向を示しており、バブル期の 1985-90 年間でさえも減少率

の鈍化を示したにすぎない。このような急激な減少が、就業者の年齢構

成を高齢化させた

ことは想像に難く

ない。実際、図－

９が示すように、

就業者の年齢構成

のモードは農業の

65－ 69 歳 に つ い

で高く、60－ 64 歳

となっている。  

就業者の高齢化は、

賃金水準にも影響

を及ぼしている 9。

より具体的に、林

業および製材業に

かかわる賃金水準

を検討しておこう。表－２は、2001 年の職種別賃金を示したものである
1 0。表では、「基本調査」で示される全 70 の職種のうち、給与の高い 5

種と低い 10 種と対比させる形で、林業労働にかかわる特定職種 6 種を表

示している。これから、林業労働者の平均年齢がほぼ 50 歳と高いこと、

また、平均給与水準がほぼ 1 .2-1 .3 万円であり、他の職種に比べて                            

                                     
9平成 1 3 年の厚生労働省の賃金構造基本調査に依拠して、給与水準（決まって支
給される給与 :男子） Y を平均年齢 X 1 と勤続年数 X 2 で単純回帰すれば、  
   Y = 1 4 5 8 9 . 7- 1 3 2 . 3 3 X 1 +4 9 6 . 7 6 X 2 ,  s = 1 8 6 7 . 8 , R 2 = 0 . 4 5  
        ( 7 . 8 3 )    ( - 2 . 9 1 )   ( 7 . 3 3 )  
を得る。つまり、年齢構成の高い職種が高賃金であるとは限らないのである。  
1 0  表―２は、厚生労働省の「賃金構造基本調査」ならびに「林業職種別賃金調査」
により作成している。ただし、前者に基づいて、１ヶ月の決まって支給される給

与を労働時間で除し１日の平均賃金を求め比較したものである。  
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表－２  職種別賃金水準                 も低い位置にあ  

ることがわかる。

さらに、製材工や

木材加工である家

具工の賃金もそれ          

ぞれ下位 5 位と 9

位に位置し、相対

的に低位であるこ

とが伺える。賃金

水準の産業間比較

については、さま

ざまな賃金決定モ

デルに関する諸研

究が行われている。

それらの実証は本

旨ではないので、

ここでは、林業や

製材業の相対的に

低位な賃金が、低

い付加価値生産と

対応している点の

みを指摘しておこ   

表－３  一人当り名目総生産      う。表－３によれば、一人当  

り付加価値生産額（労働生産性）

は、全産業および製造業では増

加、うち木材・木製品業での微

増傾向がみられるものの、林業

など第１次産業での落ち込みが

厳しい。表内下段は、各部門に

おける労働生産性の全産業に対

する比率を示しているが、とり

わけ農業部門の労働生産性が低

いこと、2000 年ベースで林業や

  職 種 （ 対 象 ＝ 全 7 0 種 ）  

平 均 年

齢 (歳 )  

平 均 現 金 給

与 （ 円 /日 ）  

 電 車 運 転 士   3 9 . 1  2 1 , 7 4 5   

  保 険 外 交 員   4 4 . 1  2 0 , 6 8 4   

上 位 5  電 車 車 掌   3 7 . 0  2 0 , 5 4 8   

  旅 客 掛   3 9 . 7  1 9 , 6 6 9   

  診 療 放 射 線 技 師   3 7 . 2  1 8 , 9 8 8   

  自 動 車 整 備 工   3 3 . 0  1 2 , 6 0 5   

  家 具 工   4 3 . 1  1 2 , 4 8 0   

  給 仕 従 事 者   3 5 . 3  1 2 , 0 0 0   

  警 備 員   4 6 . 1  1 1 , 8 8 4   

下 位 1 0  タ ク シ ー 運 転 者   5 2 . 9  1 1 , 4 0 2   

  製 材 工   4 4 . 1  1 1 , 3 7 1   

  家 庭 用 品 外 交 販 売 員   3 5 . 6  1 1 , 3 5 5   

  ミ シ ン 縫 製 工   4 6 . 1  1 1 , 0 3 9   

  ビ ル 清 掃 員   4 8 . 4  1 0 , 6 9 8   

  調 理 士 見 習   3 0 . 2  9 , 6 0 9   

  伐 木 造 材 作 業 者   5 6 . 3  1 2 , 5 9 0   

  チェンソー伐木作業者（自己所有） 5 6 . 9  1 3 , 2 9 0   

林  業  チェンソー伐木作業者（会社所有） 5 2 . 3  1 2 , 3 4 0   

  機 械 伐 木 造 材 作 業 者   4 6 . 9  1 2 , 9 5 0   

  機 械 集 運 材 作 業 者   5 1 . 9  1 2 , 7 5 0   

  伐 出 雑 役   5 4 . 1  1 0 , 3 9 0   

 1 9 9 0  1 9 9 5  2 0 0 0  

全 産 業  6 , 7 2 2 , 5 7 1  7 , 2 8 5 , 7 8 7  7 , 5 9 2 , 8 3 9  

農 業  2 , 1 3 8 , 2 3 6  2 , 0 9 7 , 4 7 7  1 , 9 1 9 , 2 5 1  

 3 1 . 8 %  2 8 . 8 %  2 5 . 3 %  

林 業  6 , 1 5 0 , 6 9 8  8 , 1 0 7 , 2 8 9  5 , 1 7 0 , 2 8 3  

 9 1 . 5 %  1 1 1 . 3 %  6 8 . 1 %  

水 産 業  5 , 1 3 8 , 1 5 6  4 , 7 5 6 , 9 6 5  4 , 6 3 8 , 9 3 3  

 7 6 . 4 %  6 5 . 3 %  6 1 . 1 %  

製 造 業  8 , 0 1 1 , 8 8 8  8 , 4 5 8 , 7 3 1  9 , 0 7 1 , 7 8 3  

 1 1 9 . 2 %  1 1 6 . 1 %  1 1 9 . 5 %  

製 材  4 6 9 2 5 6 9 . 7  5 0 1 3 9 9 3 . 2  5 0 4 2 0 3 5 . 4  

木 製 品  6 9 . 8 %  6 8 . 8 %  6 6 . 4 %  
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木材・木製品業の一人当たり付加価値生産額はおよそ 500 万円で同水準

であること、さらに、90 年代後半の林業における相対比の落ち込みが激

しいことがわかる。参考までに、 1970 年代以降の産業別実質 GDP の変

動過程を確認しておこう。    

一般的には、実質最終消

費の安定的な変動に支えら

れて、素材供給としての農

業や林業部門での生産の安

定化が図られると考えられ

る。しかし、実際には図に

あるように、これらの部門

での変動は極めて大きい 1 1。

林業も同様であろうが、製

材・木製品業における日本

列島改造論から第１次石油危機へと続く 7 0 年前半、 1980 年代後半のバ

ブル期における成長率の乱高下は明記すべきであろう。森林を自然資源

とし、その経済的活用と併せて自然環境保全の方途を目指す必要がある

にもかかわらず、むしろ、このように不安定でかつ産業展開の将来不安

を拡大するようかのように低付加価値化傾向を強めている状況にある。  

 

＜３＞ 森林コモンプールのモデル分析 

 前章での森林をめぐる実証的眺望にたって、どのような政策的提言が

可能になるであろうか。ここでは、実態を反映しながらも，できるだけ

簡便な動学モデルを構成することで、その論旨を示そう。  

 用材（体積ベース :y）を中心とする木材市場を考え、その需要曲線を  

( 1 )  y=a  -  bp，  

で表す。ここで、 a､b は定数である。川下にあたる製材業では、国際市

場のもとで競争的状態にあり、価格 p は国際価格 =p*であるとしよう。

価格競争力を持たない国内の製材業者の利潤πは、  

( 2 )  π =py  –  wn -  qx，   

                                     
1 1  同期間の成長率変動に関する標準偏差は、金融・保険業で 1 1 . 2 と最も大きく、
ついで製材・木製品業の 9 . 8、鉱業の 9 . 1 である。農業・林業も大きく、それぞれ
7 . 1 と 7 . 9 である。  

図-10　実質ＧＤＰ成長率の変動
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で与えられる。ここで、 w は製材業賃金であり n は製材業部門での就業

者数である。また、 q ,x は、それぞれ素材（丸太）価格および素材投入

量をあらわしている。製材業の生産関数を  

( 3 )  xnjifffxnfy ijiii ,,,0,0,0),,( =><>=  

で表す。製材業者の利潤最大化によって、均衡雇用水準 n*ならびに均衡

素材投入量 x*は、それぞれ  

( 4 )  0*,0**),,(* * ><= pw nnpwnn ,  0*,0**),,(* * ><= pq xxpqxx  

となる 1 2。これに対応する国内製材生産量は、 y*= f (w,q ,p* )となる。これ

に関連して、製材生産への影響は、dy /dw< 0、dy /dq<0、および、dy /dp*>0

となる。所与の国際価格 p*のもとで、輸入量 y m は  

( 5 )  *),,(* pqwfbpaym −−= ，  

に等しい。当該モデルが示すように、国際価格との競争下におかれた国

内の川下市場にあっては、住宅需要の増加など国内需要の改善があって

も、外材（実際には、素材輸入も含めて）への需要を増やすだけで、国

産材への需要拡大がもたらされるのは、賃金や労働生産性などのコスト

要因の改善がみられる場合だけである。  

 製材部門の素材投入が山元立木への需要であると考えれば、(5 )で決定

される x*はそのまま立木需要となる。問題は、林業での生産活動である。 

製材部門が、他の生産と同様、短期の利潤追求が可能であるのは、費用

＝投入財→生産の過程が極短期だからである。林業は、20 年から 100 年

といった長期の育林期間を経て、ようやく価値をもつような生産財を対

象に営まれており、現在の投入と生産計画が、必ずしも期待通りの収益

を生み出すとは限らない。一方、現時点の伐採量は (4 )の需要曲線に制約

を受けており、伐採コスト C (x )を考慮して伐採量が決まる。短期的には、

林業維持のために、伐採費用のみを考慮した最適化が図られる 1 3。した

がって、林業の利潤Πは、 ,0",0'),( <>−=Π CCxCqx となり、利潤最大化

条件は、短期供給曲線 q=C’ (x )に従う。これと (4 )式を連立すれば、山元

立木の市場価格 q は q*=q (p* ) ,q’>0 のレベルに決定される。ところで、現

                                     
1 2  比較静学によって、  

   *
*/
*/

*/1
0*/1

dp
pf

pf
dq

p
dw

o

p

dx

dn

ff

ff

x

n

xxxn

nxnn








−








+








=















  

を得る。ここで、最大化の十分条件である f n n f x x - 2 f n x > 0 を仮定する。  
1 3  日本林業調査会 ( 2 0 0 2 )によれば、素材生産コストは、スギ（集材機使用）のケ
ースで 1 0 , 0 8 3 円 / m 3 である ( 1 9 9 7 年調査 )。同年の素材価格は 2 1 , 1 0 0 円 /m3 である
から、一応採算ベースには乗っている。  
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在の林業の疲弊状況に関しては、前章でも触れたように、その原因を、

1950 から 60 年代に行われた植生を無視し針葉樹などの単一相に傾斜し

た過大な植林とその後の蓄積量急増に帰着させる議論がある。戦後復興

と高度経済成長期の想像を超えた需要増大のもとでの対外市場開放と先

の過剰蓄積が相俟って、過剰供給構造を作り出したというのである。こ

の教訓は、用材需要や木材価格の将来予想が如何に困難かを示している。 

上記の議論から、ここでは問題を単純化するために、外材価格に関す

る静学的期待を仮定しよう。このとき、林業における植林 z とその費用

S を考慮した最適植林計画を  

( 6 )  
zpqxXRXtosuject

dteXzSpqxCpqxq rt

+−=

−−∫
∞ −

*)*,()(

)],(*))*,((*)*,(*[
0

&
 

で定式化しよう。ここで、 S :造林・育林費用 1 4は、植林量と現在の蓄積

量 X の関数であると考える。森林蓄積の全変化量は、天然林などの自己

成長関数 R (X )と植林量の合計から今期の伐採量 x を差引いたものに等し

い。最適計画は、言うまでもなく、売上げから伐採費用と造林費用を差

引いた純利益の割引現在価値を最大に導くための植林計画である。  

単純化のために、費用関数 S について、  

( 7 )  ,1, θθθ <= XzaS  

を仮定しよう 1 5。ここで、パラメータ a は、造林・育林に関する現在の

技術水準を示す 1 6。 (6 )に関するハミルトニアンは、  

( 8 )  ]*)*,()([]*))*,((*)*,(*[ zpqxXRXazpqxCpqxqH +−+−−= λθθ  

である。最適化のための静学的必要条件は、  

( 9 )  ,01 =+−=
∂
∂ − λθ θθ Xza

z
H

 

                                     
1 4  飯田 ( 2 0 0 0 )は､日本の採取林業について論じている。その中で、幾分ラフでは
あるが、スギの育林費用（伐期 5 0 年）は、地位（ 1 等から 3 等）の違いから 5 , 4 8 0
円－ 9 , 1 4 0 円 / m 3 の範囲にある。うち、 7 割は労働費、請負費などの人件費である
とされている。山元立木価格は、1 9 9 9 年で 8 ,191 円 / m 3 であるから、すでに育林林

業が成り立たないケースがあることを示している。こうした課題解決のためには、

育林技術の開発による低コスト化しかないと主張している。  
1 5  費用関数 ( 7 )については，以下のことを仮定している．まず，θ > 1 は，費用逓
増的であることを意味する．また， z（植林）と X（育林・保全）にかかる費用に
ついては，その費用弾力性はそれぞれθに等しく，（密度が一定とすれば）植林や

育林面積の 1 %の増加がもたらす費用の増加はθ %に等しいことを仮定している． 
1 6  a の低下は、費用削減を意味する。これには、下刈りに関する省力化技術や複
層林化などが含まれると考えられる。  
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であり、動学的必要条件は  

(10 ) 11 )]('[)]('[ −− +−=++−−=+
∂
∂

−= θθθθ θλλλθλλ XzaXRrrXRXzar
X
H&  

となる。 (9 )より、森林蓄積量の潜在価格λは、伐採のもたらす限界便益

に等しいことがわかる。 (9 )を時間で微分し、それを (10)に代入すれば、  

(11)   

zpqxXRX

XzXXRr
X

z
z

+−=

−+−
−

=

*)*,()(

]))('[(
)1(

&

&& θ
θ ,  

を得る。このモデルの均衡を ( z* ,X* )としよう．(11)において、 0== Xz && と

おき整理すれば、均衡では  

(12 )   
*)(*

0*)(**)]('[
XRxz

xXRXXRr

−=
=+−−
  

が満たされることがわかる。視覚的な理解のために，モデルの振る舞い

を位相図によって確認しておこう（ここでは、作図のために森林の成長

関数を R (X )=0 .2X  - 0 .0002  X 2 で特定化している）。  

 

 
 

 図－１１ 最適植林・育林計画      

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

 

 前章でみたように、歴史的には、戦後復興による木材需要の逼迫予想

のもとで、国内材の需要は高水準となっており、そのために植林と森林

θ =2,r=0.05   

A  

B  



 15 

蓄積の増大が企図された。このことは、実際に生じた外材需要の拡大⇒

国産材への需要減少、国産材生産費用の上昇に対応する最適経路に比し

て、植林・育林が、比較的安価なコストで、過大に計画・実行されたこ

とを意味している。つまり、低位な x あるいは高いθに対応する均衡点

（たとえば、図－１１の点 B）に向かう経路が企図される必要があった

にもかかわらず、実際には、より小さなθとより大きい x の期待のもと

で、点 A へ向かうような X の拡大過程が生じたのである。  

以上のように、経済的便益のみを考慮した場合に限って言えば、急激

な外材の実質価格の下落、生産性上昇の停滞によって国内材生産が減少

し、対応して立木需要の停滞が生じたこと、林業政策上のミスリーディ

ングが、結果的に過大な森林蓄積をもたらしたことが理解できる。  

 

＜４＞環境問題と森林政策の課題 

 前章では、社会の目指すべき林業のあり方を、もっぱら、産業政策の

視点から検討した。すなわち、川上と川下に対応する林業と製材業の将

来利潤を最大化する最適資源管理政策が検討された。それによれば、少

なくとも、的確な素材需要の長期的な需要予測と併せて、素材生産や製

材にかかる費用削減、労働生産性の向上など、産業政策としての側面か

らの政策的なバックアップが必要であることは容易に理解できる。  

 ところで、現時点では、林業所得水準の低迷や森林施業および林業経

営の停滞に対応する施策としては、「効率的かつ安定的な林業経営」が唱

えられており、林業経営体や林業事業体の育成、効率化が求められてい

る 17。しかし、一方で、森林のもつ自然的価値や公益的価値を見直し、

林業活性化と森林保全の関係を改めて問い直そうとする考えが一般化し

つつある。つまり、自然環境保全や公益機能の維持のためにも、悪化す

る森林環境と疲弊しつつある林業を守らねばならないと言うのである。

                                     
1 7  今日、木材価格の低迷、労賃等の経費の上昇により、林業の採算性は大幅に低
下を続け、 2 0 h a 以上を保有する林家の年間林業所得は 3 6 万円程度であり、小規
模の森林所有者を中心に、林業への意欲や関心が減退している。このため、「森林
資源の循環利用」の推進に関するオールフロントな施策＝森林区分に応じた森林
整備（「水土保全林」、「森林と人との共生林」、「資源の循環利用林」）、長期育成循
環施業の導入、間伐の着実な実施、ならびに、効率的・安定的に林業経営を行え
る担い手の育成と森林施業・経営の集約化、就業者の確保・育成等の推進、ニー
ズに応じた品質・性能の明確な木材製品の安定的な供給、流通の効率化や情報化
の促進、地域材の積極的な利用の推進、さらに、地域資源を活かしつつ、多様な
就業機会の創出・確保、生活環境の整備、都市との交流活動の促進等を総合的に
実施すること、などが基本施策として挙げられている（平成 1 2 年林業白書参照）。  
 



 16 

旧森林法では、①山地災害防止機能、②水源かん養機能、③生活環境保

全機能、④保健文化機能、ならびに⑤木材等生産機能、の五機能に森林

を区分していたが、森林法改正後は、高蓄積複層林造成や高齢級森林へ

の誘導を図る水土保全林、自然環境の保全・創出を目指す共生林、なら

びに、効率的・安定的な木材資源の活用のための循環利用林、といった

選択的育林による森林整備が企図されている。このことは、森林をめぐ

る整備が、林業と製材業活性化などの産業政策と、自然環境保全を図る

環境政策の両立を目指す方向で明確化されたことを意味している。  

 本章では、このような自然環境保全と林業再生の二つの視座から、最

適な森林コモンプールの管理政策を検討しよう。  

 林業における問題の一つは、素材生産における直接費用よりもむしろ、

山間部における森林の育林、植林の費用である。立木販売価格は、およ

そ 7000 円 / m3 程度であり、伐採、運搬、採材経費を基準に算定されるた

めに、山地整理、下草刈、枝打ち、間伐などの植林、育林費用が補填さ

れない状況がある。このことは、前章のモデルを援用すれば、目的汎関

数内の林業の純利潤が負となっていることを意味する。純利潤が負値を

取り続ける場合には、植林、育林費用は負担されず、 (6 )の意味での社会

的な最適計画は実現されない。他方、このような状況下で、森林のもつ

公益機能の維持も不可能となり、環境保全も行われないことになる。  

 それでは、環境保全と林業を持続可能ならしめる政策はどのように設

計されるべきであろうか。ここでは、前章のモデルを修正、拡張するこ

とで問題設定を明確にしよう。まず、環境や森林の環境などの公益的機

能価値を考慮した最適植林計画を  

(13 )  
zpqxXRXtosuject

dteXUXzSpqxCpqxq rt

+−=

+−−∫
∞ −

*)*,()(

)](),(*))*,((*)*,(*[
0

&
 

で定義する。ここで、 U (X )は森林ストックのもたらす環境価値などの公

益的機能を示す効用関数である。簡単化のために、限界効用逓減的な  

(14 )  U  =  bXα，α <1 

を仮定しよう。 (14)において係数 b>0 は、森林ストックのもつ環境価値

の評価額を表すパラメータである。 (13)に関するハミルトニアンは、  

(15 )  ]*)*,()([]*))*,((*)*,(*[ zpqxXRbXXazpqxCpqxqH +−++−−= λαθθ  

となる。したがって、最適化のための必要条件は、  
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(16)  ,01 =+−=
∂
∂ − λθ θθ Xza

z
H

 

(17 )  11)]('[ −− −+−=+
∂
∂

−= αθθ αθλλλ XbXzaXRrr
X
H&  

となる。 (16)を時間で微分し、それを (17)に代入すれば、  

(18 )   

zpqxXRX

X
za

Xb
zXXRr

X
z

z

+−=

−−+−
−

= −

−

*)*,()(

]))('[(
)1( 1

&

&& θ
θ
α

θ θ

θα

,   

を得る。このモデルの均衡を ( z** ,X** )としよう．均衡は、 (18)の第１式

［  ］の第３項が示すように、森林ストックの環境価値を考慮しないケ

ース（ b=0）とは幾分異なったものになる。この点を、 (11)と同様の数値

計算によって確かめておこう。  

図－１２は、造林・育林費用パラメータ a で測った森林価値パラメー

タ b の相対比変化、ならびに費用弾力性θの変化の均衡 ( z** ,X** )への影

響を示したものである（ただし、r=0 .05 ,α＝ 0 .98）。まず、森林の環境価

値の相対的高まり（より大きな b /a）は、均衡の植林量をより増大させ

る反面、国際価格のもとで素材需要が一定であるために、森林の成長能

力を低めるように森林ストック量を減少へと導く。また、生産性が向上

し費用弾力性がより小さくなれば、均衡の最適植林量はより増大するも

のの、先と同じ理由で、均衡の森林ストック量はより小さなものになる。

用材の国際価格が所与で、国内の素材需要が硬直的であるという想定の

もとでは、国際価格の上昇による国内素材生産の増大（図の x=10 .1 のケ

ース）のみが、最適植林量の減少と森林ストックの増大を帰結するに過

ぎない。  

 ところで、ここでの問題は、現実に森林の環境価値が認識されたとし

ても、それのみでは主体行動に変化が生じる訳ではないという点である。

最大化されるべき社会的余剰は、 (13)にあるように、林業の利潤と社会

が受け取る森林価値の総和であっても、林業の経営は (6 )にそって計画さ

れるために、いわゆるナッシュ均衡とパレート均衡とは一致しない。こ

の場合、受益者である社会の構成員から、森林保全の役割を果たす林業

に対して移転所得（補助金）の形で配分される必要が生じる。現実的な

形態として、ここでは、森林保全へのストック補助金を検討しよう。  
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 図－１２ 森林ストックの環境価値と長期均衡      

 

 
 

 
     

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

 

 ストック補助金の場合、(13)および (14)において、U=mX とおいた場合

の林業の経営最適化行動に他ならない 1 8。このとき、最適経路を実現す

るためには、補助率 m は  

(19 )  α

α
−= 1**X

b
m  

に等しいように設定される必要がある。言うまでもなく、 (19)は、最適

補助率が、毎期森林ストックの限界便益（∂ U/∂ X）に等しくなければ

ならないことを意味する。最大の課題は、どのようにして森林ストック

の環境などの公益機能価値を評価するかという点であろう。  

                                     
1 8  ストック補助金については、島本 ( 1 9 9 4 )などの分析がある。そこでの分析同様、
当該モデルでは木材伐採量への政策インパクトは存在しない。その理由は、本稿

で明らかにしたように、用材需要を中心に国際的競争市場の中で国際価格によっ

て国産材への需要がアドホックに決められるからである。しかしながら、ここで

は飽くまでも保護主義的な関税政策等の施策は考慮の対象外としている。  
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先述したように、林業

に関しては、立木を伐採

し運搬・搬出するといっ

た 直 接 的 な 費 用 (C )は 一

応賄われているものの、

植林や育林のための諸費

用 (S )が 負 担 で き な い と

いったケースが生じてい

る。このような間接的、

環境保全的な費用 S は、

どの程度補助されるべき

であろうか。この点に関

して、環境価値の評価の

大きさが重要であることは言をまたない。図－１３は、先の数値計算を

援用して、長期均衡における、間接費用 S に対する補助金額 mX の割合

と代理的に b / a で示されている環境評価の相対的大きさの関係を示して

いる。    

環境価値の評価が高まれば、支出すべき補助金の割合が大きくならな

らければならないのは当然であるが、環境価値の評価レベルに応じて、

必ずしも間接費用の完全補填が望ましいとは限らない。図－１３が示唆

する重要な点は、 (1 )十分大きな環境評価のパラメータに対して、植林・

育林費用の完全補填が必要な場合があり、(2 )製材需要の拡大による素材

生産の拡大が、最適補助の割合を低下させる有効な手段である、さらに、

(3 )同一の環境評価のもとでは、森林のもたらす産業と環境両面の総価値

に関する社会的割引率 r がより大きいほどより高い補助割合が正当化さ

れる、という点である。しかし、立木販売による収入がかろうじて直接

費用を補填できるに過ぎない現状を鑑みれば、 1 を下回る最適補助割合

は、持続的な育成林業を保障するものではないことは明らかである。逆

説的に言えば、最適補助が持続可能な林業を保障するための社会の森林

ストックの環境評価は、十分高いことが要請される 1 9。  

                                     
1 9  育林・造林の費用は、飯田 ( 2 0 0 0 )によれば、スギの場合約 2 7 4 万円 / h a である。
同論文では、経営対象となる、つまり採取林業に供されうる森林面積は最大で約

7 5 0 万 h a と試算されている。この経営可能面積を対象に考えれば、持続可能性を
保障する造林費用の補助額の理論値は 2 0 兆 5 5 0 0 億円となる。一方、森林ストッ

0
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0.4

0.6

0.8

1

1.2

1.4

0 200 400 600 800 1000

b/a

mX/S

x=10(r=0.05)

x=11

x=10(r=0.1)

図－１３　森林の価値評価と最適補助
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 最後に、次のようなシナリオを考えてみよう。当該モデルでは、川上

にある林業の最適経営は、川下の製材産業の需要を所与として計画せざ

るを得ず、したがって、林業における素材生産を重要な経営戦略上の変

数として主体的に選択することはできなかった。仮に川下の需要条件に

左右されない形で、林業経営において最適な素材生産量が決定できるの

であれば、その場合の生産量はどのような水準になるであろうか。ここ

では、新規植林量が zz = （所与）とした場合の最適な素材生産量を求め

よう。 (6 )において、素材生産量 x を制御変数とみなせば、最適解の経路

は、  

(20 )   

zxXRX

XzaxCqXRr
xC

x

+−=

+−−−= −

)(

]))('))(('[(
)("

1 1

&

& θθθ
,   

で与えられる。この場合の所与の zに対するシステムの均衡解を (x W ,X W )

としよう。われわれの興味は、川下に既定された川上（林業）での最適

植林計画のあり方と、そうした最適植林計画が実現されたとした場合に

相応して、あるべき価格－限界費用がどのような関係にあるかという点

である。  

 図－１４は、先述した数値

計算を援用して、たとえば、

x W =10 となったとき、環境評

価 が ゼ ロ の 場 合 (b/a=0)に 実

現されるべき製材業の限界収

入（すなわち、価格マイナス

限界費用）を１で基準化した

場合の、環境評価の高さに応

じた限界収入の相対比を表し

たものである 2 0。図－１４が

                                                                                                       
クの環境価値は、森林の多面的機能をどの程度認めるかにもよるが、日本学術会

議の年間 7 0 兆 3 0 0 0 億円という数値もある（平成 1 3 年度林業白書参照）。この事
例に関する限り、7 0 兆 3000 億円×（採取可能森林面積 ( 7 5 0 )／森林面積 ( 2 5 0 0 )）＝
2 1 兆 9 0 0 億円となり、育成林業に対する補助政策が持続可能性を保障するために
は、ほぼ対象採取可能森林に対しての育林・造林への全額補填が必要なことがわ

かる。それに対して、 4 割と言われる現行の補助率は低いと言わざるをえない。  
2 0  ここで、素材価格 q を 1 に基準化すれば、 q - C’はラーナーの独占度を示す指標
となりうる。  
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図－１４　森林環境評価と価格－費用関係
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図－１５　価格-費用と最適造林計画

示すように、森林に対する環境評価が高まれば高まるほど、林業に要求

される限界収入は累積的に大きくなければならない。このことは、所与

の素材価格の下で、一定の均衡生産量を確保するためには、より高い森

林の環境評価に対して、林業における限界費用はより小さくなければな

らないことを意味している。他方、図―１５は、図－１４と同一の条件

のもとで、環境評価の大きさに

対応してあるべき限界純収入条

件と最適植林・育林量との関係

を表したものである。  

 両図を併せ考えれば、林業の

もつ二つの費用条件を考えるこ

とができる。ある水準の最適素

材生産量を実現するためには、

まず、素材生産費用については、

環境評価の高まりに対応して限

界費用 C’を低めること、また、

植林・育林費用θに関しても、

それを低める施策が必要であって、その場合に、より大きな最適植林・

育林量が対応することがわかる。  

 

＜５＞おわりに  

 現在の環境問題を一層複雑化させ解決をより困難にしている原因の一

つは、環境問題の解決へ向けた施策の多くが、マクロ的、長期的にはと

もかく、とりわけ企業や産業などの活動に対してネガティブな影響を及

ぼす可能性があると考えられていることが多いからである。このような

いわば開発・成長と環境のトレードオフの存在が、世界の各地域での環

境保全政策の遂行を阻害し遅延させていることもまた事実である。地域

産業開発と森林の持続的保全をめぐる相克についても、同様の歴史的経

緯を経てきた。熱帯雨林の極端な開発が、本来森林のもつ環境価値を喪

失させ、多面的な環境問題を引き起こしてきた事実がある。わが国の森

林環境をめぐる問題は、一見するとそのような森林喪失という側面を持

たないように思われる。しかし、歴史的に複相的で豊かな森林が、単相

的で貧しい森林へと質的変化を遂げ、資源としても国際競争力を失うこ
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とでその価値を失うという、いわば二重の価値喪失を経験しているので

ある。自由貿易体制を堅持しながら、森林の環境価値を保全し、同時に

国内の森林資源を活用する方途を模索する困難な道を歩むことが、まさ

に求められているのである。  

 本稿では、そうした視座に立って、わが国の森林ならびに関連産業の

現状を分析した後にあるべき森林政策の一端を眺望した。本稿でのモデ

ル分析が示す政策課題は、次のようにまとめることができる。産業政策

としては、素材需要の長期的な需要予測のもとで、素材生産や製材にか

かる費用削減、労働生産性の向上などを企図する政策的なバックアップ

が必要である。また環境政策に関しては、森林ストックの環境評価が十

分高い場合に、植林・育林費用の完全補填のために補助政策が必要であ

る。さらに、製材需要の拡大による素材生産の拡大が、最適補助の割合

を低下させる有効な手段であることがわかる。  

国内の素材生産の増大がもたらす便益は大きいと考えられるが、当該

モデルが前提としたように、現在の輸入自由化のもとでは、国内の素材

生産量は、海外材との競争条件に依存してむしろ従属変数となっている。

2002 年スタートの WTO の新ラウンドによって、こうした自由化へ向け

た開放要求は世界全体に拡大していくことが予想される。現在、地球温

暖化緩和や水資源確保、さらには希少性生物資源保護のための森林のも

つ公益的価値の重要性が見直されている。いまや、上述のわが国の森林

問題に対応した持続的利用をめざす施策を遂行しながらも、地球規模で

の森林資源の共同的管理・運営へ向けた施策が求められている。本稿で

は、わが国の森林政策に集中して分析を行ったが、こうした地域間の協

力体制のもたらす政策とその課題については別稿を期したい ＊。  

 

 

 

 

 

 

                                     
＊  なお、本研究については、平成 14 年度財団法人『河川環境管理財団』
による河川整備助成研究（ 1-⑦ -1 号平成 14－ 15 年度重点研究）の補助
を受けている。  
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